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◆◆◆◆３３３３年連続年連続年連続年連続でででで低下低下低下低下    

2008年度の国民年金保険料の納付率は

62％前後となり、過去最低だった2002年

度を下回りました。３年連続の低下で、

政府が目標とする80％との乖離が広がっ

ています。 

 

◆◆◆◆納付率低下納付率低下納付率低下納付率低下がががが与与与与えるえるえるえる影響影響影響影響    

国民年金の納付率が低下した原因とし

て、年金記録問題への対応に人手を割か

れて保険料収納担当は人員削減となり、

収納が効率よくできなかったことや、記

録漏れ問題への不信感から意図的に支払

われなかった人が増えたことなどが挙げ

られます。そして、雇用情勢の悪化も追

い討ちをかけ、リストラなどで離職者が

増え、厚生年金から国民年金に切り替わ

るケースが増加し、生活費の確保を優先

して滞納する人も増えていると指摘され

ています。 

厚生労働省がまとめた公的年金の財政

検証によれば、国民年金の納付率が80％

で推移すれば、現役世代の手取り収入に

対する厚生年金の給付水準は「50.1％」

に下げ止まると試算しています。しか

し、納付率が低下すれば積立金が減るな

どして前提条件が崩れ、政府が約束する

「50％給付」は難しくなると言われてい

ます。 

さらに、国民年金未加入者や未納者が

加入期間を満たすことができず、将来年

金を受け取ることができない無年金者が

増えると、生活保護者を増やすことにも

つながり、国の負担はますます増えるこ

とが懸念されています。 

 

◆◆◆◆納付率納付率納付率納付率アップアップアップアップへのへのへのへの取組取組取組取組みみみみ    

社会保険庁は、1990年代前半に80％台

を維持していた納付率を回復させよう

と、クレジットカードやインターネット

で納付ができるように環境を整備してい

るほか、収納業務の民間委託対象を増や

すなど強制的な徴収の枠組みづくりなど

にも力を入れ、納付率の向上を目指して

きました。 

そして、今年11月からは「住民基本台

帳ネットワーク」を活用し、国民年金の

み加入者を把握し、34歳と44歳に達した

人を対象に国民年金への加入を勧奨する

そうです。ねらいは、通知を送ることで

未加入者を効率的に減らすことです。 

納付率の低さが、将来我々の受け取る

ことができる年金に響いてくるという現

在の年金制度にも問題があるように思い

ますが、何よりも、なぜ国民年金を払う

必要があるのかということ、加入するこ

とのメリット、年金を受給するためには

必ず加入期間が25年必要であることな

ど、国民に対してわかりやすい制度の説

明を十分に行うことが必要でしょう。 

年金への不安や不信感が高まる中、年

金に対する意識を変えることが納付率向

上の一番の近道になるように思います。  

    

 国民年金納付率 国民年金納付率 国民年金納付率 国民年金納付率がががが
過去最低過去最低過去最低過去最低をををを更新更新更新更新    

    P1P1P1P1    

労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署へのへのへのへの
申立申立申立申立てててて件数件数件数件数がががが増加増加増加増加    

    PPPP１１１１    

「「「「メタボメタボメタボメタボ検診検診検診検診」」」」伸伸伸伸びびびび
悩悩悩悩むむむむ受診率受診率受診率受診率    

    P2P2P2P2    

育児育児育児育児・・・・介護休業法改介護休業法改介護休業法改介護休業法改
正案正案正案正案ののののポイントポイントポイントポイント    

    P3P3P3P3    

利用利用利用利用がががが増加増加増加増加するするするする「「「「未未未未
払賃金立替払制度払賃金立替払制度払賃金立替払制度払賃金立替払制度」」」」
とはとはとはとは？？？？    

    PPPP３３３３    

新型新型新型新型インフルインフルインフルインフル流行流行流行流行でででで
注目浴注目浴注目浴注目浴びるかびるかびるかびるか「「「「在宅在宅在宅在宅
勤務勤務勤務勤務」」」」    

    P4P4P4P4    
    
    

年金年金年金年金にににに関関関関するするするする２２２２つのつのつのつの
新新新新しいしいしいしい法律法律法律法律    
    
    

    PPPP４４４４    

国民年金納付率国民年金納付率国民年金納付率国民年金納付率がががが過去最低過去最低過去最低過去最低をををを更新更新更新更新    

SRS News 
Sharoushi Samejima News 

労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署へのへのへのへの申立申立申立申立てててて件数件数件数件数がががが増加増加増加増加    

◆◆◆◆雇用情勢悪化雇用情勢悪化雇用情勢悪化雇用情勢悪化のののの中中中中…………    

景気後退で雇用情勢が悪化し、労働基

準監督署に不服を申し立てる労働者が急

増しているようです。不当な解雇や賃金

不払いなどを不満とするケースが多くみ

られ、2008年の申立て件数は39,384件と

なり、1955年以来、53年ぶりの高水準と

なりました。 

◆◆◆◆申立申立申立申立てててて内容内容内容内容のののの検討検討検討検討    

 全国約320の労働基準監督署では、雇

用問題に関する労働者からの相談や申告

を受けつけています。これをもとに調査

を実施し、労働基準法などの法律違反が

判明すれば、企業に是正勧告がなされま

す。勧告に従わない企業は送検されるこ

ともあります。  

６６６６月月月月のののの税務税務税務税務とととと労務労務労務労務のののの
手続手続手続手続［［［［提出先提出先提出先提出先・・・・納付納付納付納付
先先先先］］］］    

    P5P5P5P5    



2008年の申立て件数は前年比11％増

え、厳しい不況に見舞われた直後の

1955年（55,999件）以来の高水準とな

りました。2009年に入っても１月は

3,647件、2月は3,811件と高水準で推移

しています。 

2008年の内訳をみると、最も多いの

は賃金不払い（28,955件）で、経営不

振の企業から賃金をもらえなくても数

カ月間辛抱して働き、我慢できなく

なって最後に申し立てる労働者が目

立っています。一方、職場に突然来な

くなるなど、賃金不払いの責任が労働

者にあるケースもみられます。 

解雇は7,360件で、解雇に至るまでの

手続きが十分でない企業が多くみられ

ます。企業が労働者を解雇する場合、

30日以上前に予告する必要があります

が、予告しないときには30日分以上の

賃金（解雇予告手当）を支払わなけれ

ばいけません。こうした手続きを知ら

ない企業の増加が不服を申し立てる件

数を押し上げているとみられていま

す。 

◆◆◆◆労使労使労使労使トラブルトラブルトラブルトラブルにににに発展発展発展発展するするするする前前前前にににに    

現在、やむなく労働条件の引下げや希

望退職者の募集、解雇など雇用調整を行

わざるを得ないとする企業が多くみられ

ます。労働条件引下げや解雇などを行う

ことがやむを得ない場合であっても、実

施に当たっては、法律で定められている

手続き、労使間で定めた必要な手続き等

を遵守するとともに、事前に労使間での

話合いや労働者への説明を行うことが必

要です。これらを怠ると労使のトラブル

に発展します。 

厚生労働省では、労働条件引下げや解

雇をやむを得ず検討しなければならない

場合であっても守らなければならない法

令の概要や、労務管理上参考となる裁判

例の主なものを取りまとめた「厳しい経

済情勢下での 労務管理のポイント」

（http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/

roudou/gyousei/kantoku/dl/081218-1.pdf）

というリーフレットを作成しました。 

このリーフレットで労務管理のポイント

を自社と照らし合わせ、適正な手続きの

もと労使トラブルに発展することを回避

したいものです。 
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「「「「メタボメタボメタボメタボ検診検診検診検診」」」」伸伸伸伸びびびび悩悩悩悩むむむむ受診率受診率受診率受診率    
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◆◆◆◆受診率受診率受診率受診率のののの低低低低ささささ    

40歳から74歳までの人を対象に行う、

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症

候群）かどうかを調べる「特定健康診

査・特定保健指導」（メタボ検診）の受

診率の低さが問題視されています。 

 

◆◆◆◆各市町村各市町村各市町村各市町村のののの取組取組取組取組みみみみ    

生活習慣病を減らして医療費削減につ

なげる、世界でも例を見ない取組みとし

てスタートし、１年が経過しました。国

民健康保険の加入者を対象にメタボ健診

を実施する市町村の多くは受診率の低さ

に頭を悩ませており、受診率が目標に届

かない自治体が続出しています。 

メタボ健診は、メタボリックシンド

ロームに着目した健康診断のことです。

メタボリック症候群やその予備軍の人に

対し、早期に治療や生活指導を徹底し

て、増大する医療費を削減することが目

的の新健診です。健康保険組合や市町村

などの保険者に実施が義務付けられてお

り、健康保険組合の場合、従業員（被保

険者）だけでなく、被扶養者も対象とな

ります。 

国は市町村国保について、2012年度

の特定健診の受診率を「65%」、特定

保健指導の実施率を「45%」とする目

標を設定しています。市町村はこれを

達成できないと、75歳以上の医療費へ

の拠出金が最大10%増えるというペナ

ルティを課されることもあり、受診率

アップのために様々な独自の工夫を

行っています。 

例えば、平日は忙しくて受診できな

い人を呼び込もうと休日や夜間に健診

日を設定した「ナイト健診」を実施し

たり、女性の受診率アップを目指した

「レディースデー」を設けたり、受診

を促しています。 

 

◆◆◆◆受診率受診率受診率受診率アップアップアップアップにむけてにむけてにむけてにむけて    

2008年11月末時点での市町村国保の

受診率の平均値は28.8%にとどまり、

2008年度の目標値として掲げる

「35%」を下回っている現状です。 

受診率をアップさせるため様々な取

組みを行っていますが、何よりも、メ

タボリックシンドロームが肥満症や糖

尿病、高脂血症などの生活習慣病をひ

解  雇 

健康診断 



Page 3 

育児育児育児育児・・・・介護休業法改正案介護休業法改正案介護休業法改正案介護休業法改正案ののののポイントポイントポイントポイント    

６月号（第１５号） 

◆◆◆◆平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月月月月のののの施行予定施行予定施行予定施行予定    

３歳未満の子どもを持つ従業員に対す

る「短時間勤務制度」の導入を企業に義

務付けることや、父母がともに育児休業

を取得する場合、１歳２カ月までの間に

１年間育児休業を取得可能とする「パ

パ・ママ育休プラス」の創設などを盛り

込んだ育児・介護休業法の改正案が閣議

決定されました。国会審議が順調に進め

ば、来年４月施行の予定です。 

 

◆◆◆◆改正案改正案改正案改正案ののののポイントポイントポイントポイント    

（１）子育て期間中の働き方の見直し 

・３歳までの子を養育する労働者につい

て、短時間勤務制度（１日６時間）を

設けることを事業主の義務とし、労働

者からの請求があったときの所定外労

働の免除を制度化する。 

・子の看護休暇制度を拡充する（小学校

就学前の子が１人であれば年５日、２

人以上であれば年10日）。 

（２）父親も子育てができる働き方の実 

   現 

・父母がともに育児休業を取得する場

合、１歳２カ月（現行１歳）までの間

に、１年間育児休業を取得可能とす

る。 

・父親が出産後８週間以内に育児休業を

取得した後に復帰した場合、再度育児

休業を取得可能とする。 

・配偶者が専業主婦(夫)であれば育児休 

 業の取得不可とすることができる制度 

 を廃止する。 

（３）仕事と介護の両立支援 

・介護のための短期の休暇制度を創設す

る（要介護状態の対象家族が１人であ

れば年５日、２人以上であれば年10

日）。 

（４）実効性の確保 

・苦情処理・紛争解決の援助および調停 

 の仕組みを創設する。 

・勧告に従わない場合の公表制度、およ

び報告を求めた場合に報告をせず、ま

たは虚偽の報告をした者に対する過料

を創設する。 

 

◆◆◆◆仕事仕事仕事仕事とととと家庭家庭家庭家庭のののの両立両立両立両立にににに向向向向けてけてけてけて    

上記内容は、いずれも企業の取組み強

化を迫るものとなっています。しかし、

制度は整ったとしても、現実は利用しに

くい雰囲気が、育休取得が進まない原因

となっており、中小企業では、仕事と家

庭を両立させ、育児休業を取得するには

難しい状況であると言われています。 

改正法が成立しても、両立支援が実効

性あるものになるかどうかは、職場の意

識改革を進めて育児休業を利用しやすい

職場環境を作れるか、そして何よりも経

営者の取組みがカギとなるでしょう。 

  

き起こす原因となっていること、生活

習慣病発症を予防するための検診がメタ

ボ検診であることをもっと周知させる必

要があるように思います。発症する前に

予防することの大切さをもっと伝える

べきではないでしょうか。  

育児育児育児育児・・・・介護休業法介護休業法介護休業法介護休業法のののの改正改正改正改正

案案案案がががが閣議決定閣議決定閣議決定閣議決定！！！！    

    

３歳未満の子どもを持

つ従業員に対する「短時

間勤務制度」の導入を企

業に義務付けることや、

父母がともに育児休業を

取得する場合、１歳２カ

月までの間に１年間育児

休業を取得可能とする

「パパ・ママ育休プラ

ス」の創設などを盛り込

んだ育児・介護休業法の

改正案が閣議決定されま

した。国会審議が順調に

進めば、平成平成平成平成22222222年年年年４４４４月施月施月施月施

行行行行のののの予定予定予定予定です。 

利用利用利用利用がががが増加増加増加増加するするするする「「「「未払賃金立替払制度未払賃金立替払制度未払賃金立替払制度未払賃金立替払制度」」」」とはとはとはとは？？？？    

◆◆◆◆ここにここにここにここに来来来来てててて利用利用利用利用がががが急増急増急増急増    

不況の影響による企業の倒産が連日の

ように報道されていますが、倒産に伴う

退職労働者に国が未払いの賃金を立替払

いする「未払賃金立替払制度」の利用件

数も増加しているようです。 

2008年度における支給者数は５万4,422

人、支給総額は248億円と、ともに前年比

６％増となっています。また、企業数は

3,639件（前年度比8.7%増加）、支給者

１人あたりの平均立替払額は45万6,000円

でした。 

なお、  2008年度下半期に限ってみる

と、同年上半期と比較して37％も増加し

ています。 

育児休業 

不  況 
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◆◆◆◆制度制度制度制度のののの概要概要概要概要    

未払賃金の立替払制度は、企業の倒産

に伴い、賃金が支払われないまま退職を

余儀なくされた労働者に対して、国が未

払賃金の一部を事業主に代わって立替払

いする制度です。この業務を行っている

のは「独立行政法人労働者健康福祉機

構」（http://www.rofuku.go.jp/）です。 
 

◆◆◆◆利用利用利用利用のののの要件要件要件要件    

（１）事業主に係る要件 

労災保険の適用事業の事業主で、かつ

１年以上事業を実施していること、法律

上の倒産（破産手続開始の決定、特別清

算開始の命令、再生手続開始の決定、更

生手続開始の決定）をしたことが要件と

なります。 

なお、中小企業の場合は、事実上の倒

産（事業活動停止、再開見込みなし、賃

金支払能力なし）でもよいとされていま

す。 

（２） 労働者に係る要件 

破産手続開始等の申立て（事実上の倒

産の認定申請）の６カ月前の日から２年

間に退職したこと、未払賃金額等につい

て、法律上の倒産の場合には破産管財人

等が証明（事実上の倒産の場合には労働

基準監督署長が確認）すること、破産手

続開始の決定等（事実上の倒産の認定）

の日の翌日から２年以内に立替払いの請

求を行うことが必要です。 

新型新型新型新型インフルインフルインフルインフル流行流行流行流行でででで注目浴注目浴注目浴注目浴びるかびるかびるかびるか「「「「在宅勤務在宅勤務在宅勤務在宅勤務」」」」    

◆◆◆◆新型新型新型新型インフルエンザインフルエンザインフルエンザインフルエンザ流行流行流行流行によるによるによるによる影響影響影響影響    

新型インフルエンザの感染が拡大する

と、「働き方として在宅勤務（テレワー

ク）が注目を浴びるのでは？」と言われ

ています。会社員であれば、通勤中の電

車やバス内で感染の可能性が高くなるか

らです。 

テレワーク利用者（IT活用により場所

と時間を自由に使った柔軟な働き方を週

８時間以上利用する人）の数は、「ワー

ク・ライフ・バランス」などを背景に、

2002年に408万人だったのが2005年には

674万人と、３年で約65％増加していま

す。新型インフルエンザの流行によりこ

の動きがますます加速する可能性があり

ます。 

 

◆◆◆◆導入目的導入目的導入目的導入目的・・・・実施実施実施実施しないしないしないしない理由理由理由理由    

労働政策研究・研修機構が2007年に実

施した調査によると、企業が考えている

「テレワークの導入目的」「テレワーク

を実施しない理由」は次の通りです。 

【導入目的】 

・勤務者の移動時間の短縮…66.7％ 

・仕事と育児・介護など家庭生活の両 

 立…58.3％ 

・創造的業務の効率・生産性の向上… 

 50.0％ 

【実施しない理由】 

・労働時間の管理が難しい…62.7％ 

・適した職種（仕事）がない…49.2％ 

・コミュニケーションに問題がある… 

 45.8％ 

 

◆◆◆◆導入導入導入導入にはにはにはには何何何何がががが必要必要必要必要かかかか？？？？    

テレワークを導入するには、まずその

職種が導入可能な職種なのかを判断しな

ければなりません。会社がどのように労

働時間を管理するのか、通信費の費用負

担はどうするのか、労災が発生した場合

はどうするのかなどの問題もクリアしな

ければなりません。 

また、厚生労働省が2008年７月に改訂

した「情報通信機器を活用した在宅勤務

の適切な導入及び実施のためのガイドラ

イン」などを参考に、「在宅勤務規程」

をしっかりと整備しなければならないで

しょう。 

「「「「在宅勤務在宅勤務在宅勤務在宅勤務」」」」のののの可能性可能性可能性可能性！！！！ 

 

新型インフルエンザの感

染が拡大すると、「働き方

として在宅勤務（テレワー

ク）が注目を浴びるので

は？」と言われています。

会社員であれば、通勤中の

電車やバス内で感染の可能

性が高くなるからです。 

テレワーク利用者（IT活

用により場所と時間を自由

に使った柔軟な働き方を週

８時間以上利用する人）の

数は、「ワーク・ライフ・

バランス」などを背景に、

2002年に408万人だったの

が2005年には674万人と、

３年で約65％増加していま

す。新型新型新型新型インフルエンザインフルエンザインフルエンザインフルエンザのののの

流行流行流行流行によりこのによりこのによりこのによりこの動動動動きがますきがますきがますきがます

ますますますます加速加速加速加速するするするする可能性可能性可能性可能性がありがありがありがあり

ますますますます。。。。 

賃   金 

年金年金年金年金にににに関関関関するするするする２２２２つのつのつのつの新新新新しいしいしいしい法律法律法律法律    

◆◆◆◆２２２２つのつのつのつの法律法律法律法律がががが成立成立成立成立    

年金に関して、２つの新しい法律が成

立しました。１つは「年金遅延加算法」

もう１つは「延滞金軽減法」で、いずれ

も議員立法によるものです。     老  後 



    おおおお問合問合問合問合せせせせ無料無料無料無料    
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横浜市磯子区滝頭３－７－２１－１０１ 

TEL／FAX ０４５（７５３）０６３２ 

E-mail: sr-samejima@ab.auone-net.jp 

企業の安定・発展のパートナー 
～経営者様と従業員様の「Win＆Happy」のために～ 

 

   社会保険労務士  鮫 島 忠 司 

さめじまさめじまさめじまさめじま社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所    

６６６６月月月月のののの税務税務税務税務とととと労務労務労務労務のののの手続手続手続手続［［［［提出先提出先提出先提出先・・・・納付先納付先納付先納付先］］］］    

            

            【事務所より一言】 

 

 神奈川県は、先日平成20年度の労働相談の概況をまとめ発表

しました。相談件数１万３０００件で昭和３７年度の集計開始

以来、過去最高の相談件数。非正規労働者からの相談が２７％

も増加したため、全体数を押し上げる結果となりました。 

 相談内容では、解雇・雇止め・退職に関する相談が３７４６

件（18.9％）と最も多く、増加率のみでみると「人員整理、合

理化」が４倍強と突出しているとの事です。 

 職業柄、顧問先企業様の手続業務で公共職業安定所に行く機

会が多いのですが、求職者が多く、フロアーを埋め尽くしてい

る状況を目にしています。 

 少しでも早く景気が上向くことを願って止みません。（忠） 
 

    営業日 月曜日～金曜日（祝祭日除く） 

営業時間 午前９時～午後６時 

 

 

                
 

 

10101010日日日日    

○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

○雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

 ［公共職業安定所］ 

○労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞ 

 ［労働基準監督署］ 

 

30303030日日日日    

○個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第1期分＞［郵便局または銀行］ 

○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［社会保険事務所］ 

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

                                good partnergood partnergood partnergood partner    

ここでは、この２つの法律につ

いて、その概要を簡単にご紹介し

ます。 
 

◆◆◆◆「「「「年金遅延加算法年金遅延加算法年金遅延加算法年金遅延加算法」」」」のののの概要概要概要概要    

年金遅延加算法（正確には「厚

生年金保険の保険給付及び国民年

金の給付の支払の遅延に係る加算

金の支給に関する法律」）は、公

的年金制度に対する国民の信頼を

回復することを目的として、記録

漏れが見つかったことにより年金

が増額する人に対し、支給が遅れ

ていた期間の物価上昇率分を上乗

せするものです。 

初年度においては最大約700億

円が見込まれており、法律の施行

は来春の予定です。 

 なお、今年２月の時点で、５年

を超す支給の遅れが見つかってい

るのは約７万3,000件、総額425億

円です。 

◆◆◆◆「「「「延滞金軽減法延滞金軽減法延滞金軽減法延滞金軽減法」」」」のののの概要概要概要概要    

延滞金軽減法（正確には「社会

保険の保険料等に係る延滞金を軽

減するための厚生年金保険法等の

一部を改正する法律」）は、社会

保険料等の納付が困難な事業主の

経済的負担を軽減することを目的

として、保険料を滞納した事業主

が支払う延滞金の金利（年

14.6％）を、３カ月以内の遅れで

あれば「年7.3％」に引き下げるも

のです。 

ただし、当面は日本銀行が定め

ている基準割引率に４％をプラス

した利息が適用されるため、「年

4.5％」となります。 

約40億円の負担軽減になるもの

と見込まれており、法律の施行は

2010年１月の予定です。 


